
国土交通省

2019年度建設工事施工統計調査
建設業者数は前年度比5.0％増加

　国土交通省は、2019年度の建設工事施工統計調査報告を

公表しました。本調査は、約47万の建設業許可業者のうち約11

万業者を抽出して行われたもので、2019年度に建設工事の実

績があった建設業者数は200,279社（前年度比5.0％増）と4年

度ぶりに増加に転じました。また、完成工事高は94兆7,059億

円（同4.0％増）、そのうち元請としての完成工事高は61兆

3,185億円（同2.6％増）と、ともに3年連続増加となりました。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001396448.pdf）
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Analyze & Census

国土交通省

建設総合統計（2021年2月分）
11ヵ月連続で前年同月比減

　国土交通省は、国内の建設活動を出来高ベースで把握するこ

とを目的とした加工統計である建設総合統計（2021年2月分）

を公表しました。2021年2月の公共の出来高総計は2兆

1,635億円（同5.2％増）と23か月連続で前年同月を上回りま

したが、民間の出来高総計は2兆4,499億円（同4.7％減）と18

か月連続で前年同月を下回り、全体の出来高総計は4兆6,134

億円（前年同月比0.3％減）と11か月連続で前年同月を下回り

ました。
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001399929.pdf）
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厚生労働省

毎月勤労統計調査（2021年1月分結果確報）
建設業の月間実労働時間は149.8時間

　厚生労働省は、毎月勤労統計調査の2021年1月分結果確報

を公表しました。建設業の月間実労働時間は149.8時間（前年

同月比2.6%減）で、3か月連続で前年同月を下回りました。

一方、製造業は142.4時間（同2.7％減）で、12ヵ月連続で前年

同月を下回っています。また、同調査の2020年分結果確報によ

ると、2020年の建設業の月間実労働時間は165.4時間（同

1.6％減）、製造業は153.2時間（同4.1％減）で、製造業の減少

幅が建設業を上回っています。
（https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r03/2101r/dl/pdf2101r.pdf
  https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r02/20cr/dl/pdf20cr.pdf）

　弊社は、社会資本整備の必要性や建設

産業に対する理解を広めることを目的に、

広報誌『EAST TIMES』（イーストタイムズ）

を季刊で発行し、無料にて配布していま

す。4月に発行した2021春号では、「つた

える」をテーマとした記事や読み物を掲載

しています。詳細は弊社ホームページを

ご覧ください。

東日本建設業保証

『EAST TIMES 2021春号』を発行

東日本保証広報誌 2021 春号

特集 つたえる
(https://www.ejcs.co.jp/publish/)

Money

国土交通省

地域建設業経営強化融資制度など
建設企業向け金融支援事業が延長

　国土交通省は、中堅・中小建設企業の資金繰りや経営安定の

ために創設された金融支援事業の延長を公表しました。公共工

事請負代金債権を担保に、事業協同組合や一定の民間事業者

から迅速に融資が受けられる「地域建設業経営強化融資制度」

は5年間延長。下請建設企業等が元請建設企業に対して有する

債権について、ファクタリング事業者が支払保証をすることで下

請建設企業等の債権保全を図る「下請債権保全支援事業」は

1年間延長が決まりました。
（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001395995.pdf
  https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001396004.pdf）
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Management

厚生労働省

2021年度建設業の安全衛生対策
関係団体へ対策の推進を要請

　厚生労働省は、2021年度における建設業の安全衛生対策

の推進について関係団体へ要請を行いました。「労働者の安全

確保のための対策」としては、建設業における死亡災害のうち

4割以上を墜落・転落災害が占めていることから、足場やはし

ご等からの墜落・転落防止対策の徹底等が要請されています。

また、「労働者の健康確保のための対策、化学物質等による労

働災害防止対策」として、職場における新型コロナウイルス感

染症の拡大防止対策や熱中症対策が要請されています。
（https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000764713.pdf）

※本紙記事の無断転載を固く禁じます。
※本紙に関するご意見・ご要望などを
　お待ちしております。


